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1.はじめに
超法規的処刑，強制的失除，拷問などの最も深刻な人権侵害の加害者
は，多くの園で罰せられずにすむことが多い。このような“Impunity”には，
2つのタイプが区別できる。第lは，現に進行中の人権侵害の加害者が罰
せられない場合であり，第2は，激しい人権侵害を行なった政権からより
民主的な政権に移行した後で，過去の人権侵害が不同にされる場合であ
る。ラテンアメリカではこの両方の状況が存在する。
1970年代のラテンアメリカでは，ほとんどの図が軍事政権をはじめとす
る独裁政権によって支配され，甚だしい人権侵害が行なわれた。これらの
独裁政権は1979年のエクアドルを皮切りにして次々に選挙で選ばれた政権
に取って代わられ，現在ではキューパ以外のすべてのラテンアメリカ・カ
リプ地域の独立国は，選挙によって選ばれた政権が支配するようになっ
たロいわゆる「民主化」の時代の到来である。また，内戦が行なわれたエ
Jレサルパドルとグアテマラでは，主として政府側治安部隊によって大量の
人権侵害が犯されたが， 1990年代になって政府と反政府ゲリラとの聞で和
平協定が結ぼれた。これらの展開によってラテンアメリカの人権侵害が根
絶されたわけではなく，ラテンアメリカの人権状況は今でも深刻である＂＇。
しかし，民政移管や内戦の終結に伴って，多くの国で人権状況が改善され
たこともまた事実である。
こうして現在では，政府が率先して行なうタイプの人権侵害は以前より
減少したが，独裁後および内戦後の新体制は新たな課題を背負うことに
なった。それは，旧体制下（内戦中を含む）における人権侵害の責任をど
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う追及するか（またはしないか）という問題である。本稿は，ラテンアメ
リカの事例を中心にこの問題の論点を整理し，関連文献を紹介することを
目的とする円
ところで，過去の人権侵害の清算は，ラテンアメリカに限られる問題で
はない。この主題をめぐる最近の議論で対象となっているのは，大きく分
けて，①旧ソ連および東欧地域，②第三世界で民主化を達成した国々，③
第三世界で内戦を終結させた国々，④南アフリカのアパルトヘイト体制か
らの移行，の4つである。②と③の中ではラテンアメリカの事例が国際的
に最も注目されており，②では71レゼンチンとチリ，③ではエルサJレパド
Jレの経験が特に重視されている。ラテンアメリカ以外では，国際法廷が設
置されるという新たな展開が見られた点で，フツ過激派による政権を脱し
たJレワンダと， （第三世界とは見なされないが）内戦中に多くの人権侵害
が行なわれた旧ユーゴスラピアが特に注目を集めている事例である。
以上に挙げた事例に先立つ経験としては， 1970年代に独裁政権を脱した
スペイン，ポルトガル，ギリシアの例がある。また，第二次世界大戦後の
西ヨーロッパの事例やニューJレンベJレグ・東京裁判も，主として旧共産圏
の問題を議論する際にしばしば参照される。第二次世界大戦中にドイツに
よって占領された西ヨーロッパ諸国では，戦後，対独協力者に対する大規
模な訴追および公職追放が行なわれた。またニューJレンベルグ・東京裁判
は，国際紛争の処理という点で本稿が扱っている問題と性格が異なるが，
法的，倫理的に多くの共通の問題点を内包している。
以下ではラテンアメリカを中心に論ずるが，他地域の経験も適宜参照す
ることにする。
2.ラテンアメリカの「免責」
軍部独裁政権から民政移管を来たしたラテンアメリカ諸国では，寧事政
権時代の人権侵害の責任をどう扱うかが大きな政治問題になった。しかし
クーデターが繰り返されてきたラテンアメリカでは，政府指導者は軍人に
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対して及び腰になる。軍事法廷の存在も軍人の「免責」を助長している。
多くのラテンアメリカ諸国の法制では，軍人（時に警察官も）の服務中の
犯罪は，軍事法廷で裁くことになっている。そして「服務中」は広く解釈
される傾向がある。軍事法廷は仲間内の裁判であるので，被告を無罪にし
てしまうのが普通である。無罪になるばかりでなく，軍内で昇進によって
報いられることさえある。また通常の文民法廷であっても，裁判官は多く
の場合，それまで人権侵害を放置し，人身保護令状の適用を怠ってきた，
いわば共犯の身である。したがって，仮に人権侵害の加害者が起訴されて
も，正当な判決が出るとは限らない。
多くの国で民政移管の際に，軍政時代の人権侵害を不同にする恩赦法を
成立させてしまっていることも，責任の追及をいっそう困難にしている。
恩赦法は，軍事政権が自らを恩赦する形で公布することも多い。
エルサJレパドJレとグアテマラでは，政府と左翼ゲリラとの内戦を終結さ
せる交渉の過程で，真相究明など過去の人権侵害への対処が和平協定に盛
り込まれた。しかし内戦を交渉によって終結させたこれらの国々の場合，
独裁政権後に民主化勢力が政権を握った国々とは異なり，過去の人権侵害
に対する諸措置を実行するのは，それまで人権侵害を放置してきた当の政
府である叫治安部隊の同盟者たるそれらの政権にとっては，政府側の人
権侵害を問題にすること自体が強いられた妥協であり，処罰にはもともと
消極的であった。実際，両国の政府は内戦終結の際に恩赦法を発布して，
人権侵害加害者を免責している（ただしグアテマラの思赦法は限定的）。
恩赦法は独裁政権に対して武装闘争を行なった人々を同時に恩赦するこ
とも多く，思赦法を発布する政府はこのことを以て，思赦法は「バランス
が取れているjと主張するのが通例である。しかし実際にはパランスは取
れていない。
第1に，治安部隊の人権侵害の犠牲になった人の多くは，暴力を用いた
ことのない一般市民である。ゲリラと治安部隊とが互いに暴力を奮い，そ
れを互いに帳消しにするのなら釣り合いがとれているとも言える。しかし
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実際にはそういう構図ではなし治安部隊は内戦の当事者でない一般市民
を殺したのである。 Lたがって，暴力を用いた市民（ゲリラ）を恩赦した
からと言って，非暴力の一般市民を殺した軍人の思赦は正当化できない。
第2に，独裁政権を打倒するための暴力の場合は，それが政治的に有効
かつ賢明な行為かどうかは別として，正統性を欠く政権に対する国民の反
乱の権利の行使という性格を持つ。したがって，軍事政権の弾圧と倫理的
に同列には置けない。
第3に，人権侵害の範囲をいかに解釈しようと，人権侵害の圧倒的に多
くは政府の側によってなされているヘ
第4に，恩赦法の恩恵を受けた反政府派の多くは，すでに捕まって拷問
を受け，刑期の一部または全部を終えた者である。これに対して政府側に
おける恩赦法の受益者は誰もこのような自に遭っていない。
もっとも最近では，ポリピ7，ホンジュラス，パラグアイ，チリなど
で，人権侵害を犯した軍人や警察官が有罪判決を受ける例が少数ながら出
てきている。これは民主主義体制がある程度定着した表れと言えるし，冷
戦の終駕によって米国政府が人権侵害を犯す軍を見捨てた結果でもある。
しかし処罰されるのはまだ氷山の一角であるL，量刑も甘いものが多い。
3.過去の人権侵害に対する新政府の政策
過去の人権侵害の加害者は，刑事訴追や公職追放によって処罰すべきで
あろうか倒。一般にこの聞いをめぐっては， 2つの立場が対立している。
一方では，以下のようなさまざまな論拠によって，加害者の処罰に反対
する意見がある問。
①過去の人権侵害の責任追及は民主化を危うくする。昔のことをつついて
せっかくできた民主体制を危うくするよりも，過去のことは忘れた方がよ
し、。
②処罰は国民の和解にマイナスである。処罰を追求すれば人権侵害の加害
者集団やその支持者の敵対を招くし，被害者側も，加害者の一部しか訴追
罰するべきか許すべきか 143 
されないことや量刑が甘いという理由で不満を持ち，社会の亀裂がいっそ
う悪化する。和解は過去を忘れることによってのみ可能である。
③過去の人権侵害の処罰は，それ自体がしばしば新たな人権侵害を惹き起
こす。なぜなら，法の適正手続き，刑事法の遡及効の禁止，充分な証拠に
基づく立証，時効の尊重，裁判官の独立などの法の諸原則が守られないこ
とが多いからである。その結果，この種の裁判は政治的反対派の迫害に転
化することが多い。
④加害者とされる人々の可罰性に疑問があるか，少なくとも情状酌量の余
地がある。第Iに，加害者は上官の命令に従っただけかも知れない。第2
に，とりわけ東欧の旧体制の場合には人権侵害は集団的・官僚的犯罪であ
り，個人の責任追及にはなじまない。ラテンアメリカの場合でも，！日政権
による弾圧を支持した国民にも責任の一端があり，直接手を下した者だけ
を訴追するのは公平でない。第3に，加害者は体制イデオロギー（東欧の
場合の「社会主義」，ラテンアメリカの場合の「国家安全保障jや「共産
主義からのキリスト教西洋文明の防衛」）に洗脳されて，正しいことをし
ていると思っていたのかも知れない。第4に，人権侵害は，ゲリラ討伐に
付随する「行き過ぎ行為」のように，やむを得ない目的のために行なわれ
たのかも知れない。
⑤人権侵害の加害者の数は通常彪大であり，すべての加害者を処罰するこ
とは人的・物的資源の制約上不可能である。一部の者だけを選択的に訴追
することも法の前の平等に反する。
⑤一部の国（ラテンアメリカではエルサJレパドルやグアテマラなど）では
今でも，報復を恐れるが故に証人が法廷で証言したがらない。
⑦旧共産圏平南771）：カのように専門知識を持つ人材が旧体制側に偏在し
ている場合には，大量の公職追放は国の再建を阻害する恐れがある。
③人権侵害の加害者を厳しく罰することは，将来人権抑圧的政権が樹立さ
れる可能性を抑制するかも知れないが，いったん成立したそのような政権
が政権を明け渡すことに慎重になる恐れもある。
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以上の議論は常に善意で持ち出されるわけではない。人権侵害を行なっ
た当事者や人権を重視しない人々は，みなこういう意見を表明する。たと
えば，人権侵害が国家安全保障のためのやむを得ない行為であったとする
のは，ラテンアメリカの寧に典型的な主張である。しかし人権を重視する
人でも，政治的「現実主義jや（③の場合には）まさに人権尊重の立場か
ら，このような主張を行なうことがある。
以上の議論に対して人権侵害の加害者の処罰を主張する人々は，以下の
理由を挙げている問。
①加害者の処罰こそ正義の原則にかなう。
②加害者の処罰は国際法上も国家の義務である。
③過去の人権侵害を処罰しなければ，人権侵害をしても処罰されないとい
う前例を重ねることになり，将来人権侵害が繰り返される可能性を大きく
する。この悪循環を断ち切らなければならないへ
④加害者の処罰によってのみ，弾圧の犠牲者やその家族の傷が癒され，国
民の和解が可能になる。正義を行なわずして和解はない。
⑤人権侵害を裁かないことは法の支配に例外を作ることになり，法の支配
の正統性を弱める。
⑤「免責」は新政府の民主主義に対するコミットメントに疑念を生じさ
せ，新政府の正統性を弱める。逆に，過去の人権侵害を裁くことによって
新政府が過去の体制とは異なることが明確になり，新体制の正統性が増
す。
⑦政府機関に以前と同じ人が働いていれば新政府は国民の信頼を得られな
いので，人権侵害に加担した旧体制の人は公職追放で排除すべきである。
③人権侵害を行なうような危険な分子は寧や警察から排除しておく必要が
ある。
以上のうち①～④の議論が，ラテンアメリカで最も強く主張される論拠
である。
もっとも，過去と向き合う際に政権が持っている選択肢は，処罰するか
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恩赦して忘れてしまうかという 2つだけではない。その他にも多様な選択
肢が存在する。その中でも最近非常に多く用いられているのが，真相究明
委員会によって過去の人権侵害の全容を明らかにする措置である。過去の
人権侵害の真相を白目の下にさらすことによって，以下のようないくつか
の目的が追求されるヘ
①人権侵害を社会の教訓にして，二度と同様の事態が起こらないようにす
る。加害者自身はたとえ実名が出されてもそれを意に介する人たちではな
いかも知れないが，人権侵害の苛酷きが認識されれば，将来の同様の事態
に対して社会の支持がなくなるかも知れない円
②真相の究明は，人権侵害の犠牲者やその家族の切実な要求である。国家
が人権侵害の事実を認め，犯罪の汚名を着せられた人々の名誉を回復する
ことで，犠牲者やその遺族の心が癒される。また強制的失綜者の場合は，
その身に何が起こったのか知りたいという家族の欲求はきわめて強い。失
係者古苛品密裡に埋められている場合には遺体を発見して自分たちの宗教に
則って埋葬したいという希望があるし，失践者の運命が確定しないと遺族
が再婚や遺産相続を行なえないという実際的事情もある。また，それまで
無視されてきた被害者や家族にとっては，国家が設置した真相究明委員会
のスタップに聞き取り調査の過程で耳を傾けてもらえるということ自体
が，癒しの効果を持ちうる刷。さらに，加害者の名前が公表される場合に
は，加害者に対する一定の道徳的制裁になる。
③新体制の人権保障と法の支配へのコミットメントを示すことによって，
新体制の権威と正統性が高まるω。
もっとも，和解という目的にとって真相究明がプラスの意味を持つのか
マイナスの効果を持つのかについては議論もある円残虐な人権侵害の事
実が明らかになることで，むしろ過去の傷口に触れられ，憎悪が強まる可
能性もある。また軍などの加害者側は，現政権に対する敵対を強めるかも
知れない。
一口に真相究明委員会と言っても，実際に設置される委員会の内容はか
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なり多様である。どの範囲の人権侵害を対象とするか，どのような人たち
によって構成されるか，調査においてどれだけの権限と人的・資金的裏付
けを持っか，調査のプロセスは公聞か非公開か，加害者の名前を公表する
かどうかなどの点で，各国の真相究明委員会は大きく異なっていたヘ
真相究明が国家の手で充分に行なわれない場合には，民間の人権活動家
の手でできる限りの真相究明が試みられることがある。ブラジル，ウルグ
アイ，パラグアイ，グアテマラでは，カトリック教会やカトリック系の人
権団体によって人権侵害の白書が編纂されている円
このような民間の手による真相究明は，真相を明らかにし，責任の追及
を可能にする上では重要な意味を持つ。しかしそれのみでは，犠牲者の家
族にとっては重要な要素が欠けている。それは国家による認知である。こ
の点に関連しである哲学者は，知識（knowledge）と認知（acknowledgment）の区
別を指摘している。知識は国家に認知されて初めて，単なる知識以上の象
徴的意義を帯びるのである凶。またこの点に注目するならば，同じく真相
究明委員会が公的に設置された場合でも，チリのように大統領が国家の名
において犠牲者に謝罪した場合と，エルサルパドルのように政府が真相究
明委員会の報告書の刊行を妨害しようと試みた場合とでは，象徴的意義が
異なることが理解されようへ
処罰と真相究明以外の選択肢としては，犠牲者への賠償がある。賠償は
金銭の形をとることもあるし，犠牲者の遺族に対する教育費補助，医療費
補助，精神的ケアとして実施されることもある。
ラテンアメリカの場合，賠償は犠牲者の家族の主たる要求ではない。主
たる要求はあくまでも，真相の究明と責任者の処罰である。その背景とし
て，特に南部南米諸国の場合，生活にそれほど困らない中間層出身の者が
被害者に多いという事情がある。犠牲者の家族の中には，加害者の処罰を
伴わない賠償は金で沈黙を買うことだとして怒りを隠さない者もいる。
しかしこのような賠償は他方で，経済的な意義以外に象徴的な意味を持
つこともありうる。なぜならば賠償は，国家が自らの責任を認めたことを
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意味するからである。同様に象徴的意味を持つ措置として，記念碑の建
立，記念日の制定などが提案されることもある。
以上に挙げた刑事訴追以外の選択肢は，訴追と両立しないわけではな
い。真相究明委員会の調査や賠償とは独立に刑事責任の追及が試みられた
事例も少数ながら存在する。しかし多くの場合には，これらの多様な選択
肢の組み合わせは，刑事上の訴追をあきらめながら単純な忘却を拒否する
という，訴追の代替措置として行なわれてきたのである。
4.ラテンアメリカ各国の経験
本節では，ラテンアメリカの代表的事例をいくつか紹介する。
アルゼンチンは，ラテンアメリカの中では例外的な事例である。という
のは，多くの困では軍事政権と民主化勢力との妥協によって民政移管が達成
されたのだが，アルゼンチンでは1982年のフォークランド（マルピナス）戦
争敗北によって，軍事政権が瓦解したからである。したがってアルゼンチ
ンの軍事政権には長い交渉を行なう余裕がなく，民主化勢力と何の合意も
ないままに政権から撤退せざるを得なかった。また， 71レゼンチンでは戦
争に負けたことに加えて軍政が大規模な人権侵害を行ない，かっ経済の運
営にも失敗したため，軍に対する国民の支持がほとんど存在しなかった。
このような事情のために， 1983年12月に登場した新文民政権の71レフォ
ンシン大統領は，政権引き渡し間際に軍事政権が制定した自己恩赦法を取
り消し，軍事政権の責任者を戦争の不手際と人権侵害の罪で裁判にかける
という，ラテンアメリカでは画期的なことを行なうことができたのであ
る。その結果， 1985年の裁判によって，軍事政権のトップを構成した5人
の将軍・提督が終身刑を含む有罪判決を受けた。他方で71レフォンシン
は，新政権発足後まもなく，著名な作家エルネスト・サパト(Em田toSaba旬）
を委員長とする失隠者調査委員会を組織した。 「二度と再びJ(Nunca mas) 
と題されたこの委員会の報告書は，国内外に大きなインパクトを与えた。
71レフォンシン大統領の意図は当初から，ごく少数のトップの軍人を裁
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くことであったが，彼の意図とは無関係に，さらに数百人の軍人が犠牲者
の遺族や人権活動家によって告訴された。軍内に高まる反発を恐れた71レ
フォンシンは，裁判の拡大を抑えるため， 1986年12月に終止符法（Leyde 
Punto Final）を制定し，法案成立後60日以内に起訴されなかった軍人を裁く
ことを禁止した。しかし，遺族や人権活動家がかけ込みでさらに多くの訴
えを起こし，証拠を提出し，裁判所も休暇を返上して告訴の処理に努力し
たために，期限までに約450人の将校が起訴される結果となった。
1987年4月には陸軍の中堅将校と下士官が反乱を起こし， 71レフォンシ
ンの恐れは現実化した。この反乱は短期間で収拾されたが，その2カ月後
にアJレフォンシンは正当な服従法（Leyde Obediencia Debida）を制定した。こ
の法律によって，ほとんどの軍人は上官の命令に従っただけであると推定
され，罪に問われないことになった。
1988年にはさらに2回の反乱事件が勃発し，その後1989年7月に登場した
メネム政権は，同年10月，裁判中の将校に特赦を与えた。さらに， 1990年
I 2月に4回目の反乱事件が鎮圧された直後には，政府は服役していた軍事
政権のトップまですべて特赦してしまった。こうして画期的な処罰に始
まったアルゼンチンの試みは，結局免責に終わったのであった。
ただし71レゼンチンでは1995年になって，軍首脳が過去の人権侵害を自己
批判するに至っている。陸軍のトップであるパルサ（M紅白Bal四）将軍は，
上官が人権侵害を命令しても部下は従う義務がないと述べたとされるが，こ
れはラテンアメリカの軍の規律の観念を覆す画期的な発言と言える回。
ウルグアイでは1973年から1985年まで軍政が敷かれたが， 1984年に政府
と諸政党が海軍クラプで民主化交渉を行なった。その際に軍事政権の人権
侵害の責任を問わないことが少なくとも暗黙に約束され， 1985年の民政移
管を可能にしたと言われている。しかし人権団体などはこれに構わず，軍
人を人権侵害の罪で告訴した。そして1986年には，文民司法当局が軍の将
校を人権侵害容疑で召喚したことから，軍内の緊張がさらに高まった。軍
の暴発を恐れた政府は，事態を収拾するために思赦法（通称「終止符
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法J）を制定した。この法律に対する世論の反発は大きく，すぐさまこの
法律を廃止するための国民投票を求める運動が起こされた。国民投票を阻
止しようとする政府宇選挙裁判所の努力にもかかわらず，まもなく国民投
票に必要な登録有権者の25%の署名が集められた。しかし終止符法の廃止
は結局，国民投票で僅差で否決されてしまうロ国民はようやく手に入れた
民主主義をクーデターの危険から守るために，人権侵害の責任を不問にす
ることを選択したのである”。
1964年から1985年まで軍事政権に支配されたブラジルでは， 7Jレゼンチ
ン，チリ，ウルグアイと比べると相対的に弾圧の程度が弱く，また軍政中
にかなりの経済成長を経験したこともあって，民主化は軍事政権側のベー
スで行なわれた。ブラジルでは政権に認可されたこっの政党による国会が
軍政中も名目的に存続していたが，その国会は1979年に， 1964年から1979
年までの政治犯罪について恩赦を行なった。ブラジル政府は最近，軍政中
の人権侵害の犠牲者の一部に対して国家賠償を認めたが，加害者の処罰は
もちろんのこと，真相究明も行なわないという立場をとっている。そのた
め，超法規的処刑と強制的失践の犠牲者の遺族が人権活動家と協力して，
それらの犯罪の真相究明の努力を続けている闘。
チリでは1973年からピノチェト軍事政権が支配したが， 1988年の国民投
票で軍事政権の延長が否決されて民主化への道が聞かれ， 1990年3月に民政
移管が果たされた。軍事政権の人権侵害が最も激しかったのはクーデター
直後の数年間であったが，軍事政権は1978年4月に，それまでの人権侵害を
すべて免責する一種の自己恩赦法を公布した。
軍政後に登場したエイJレウイン政権は反軍政派の中道・左派連立政権で
あったが，最終的に恩赦法の廃止を断念した。そこで政府が主張したの
は，思赦法が適用される人権侵害の加害者は処罰できないが，真相の究明
は行ない，犠牲者の遺族には国家賠償を支払うということであった。真相
究明によって国民が過去の経験を深く考えることが国民の和解には必要だ
が，責任者の処罰まではしないというこの立場は，過去への向き合い方の
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Iつのモデルとして国際的に注目された。
この目的に沿って，政府は死亡と強制的失践を対象とする「真実と和解の
ための国家委員会」を設立した。 8人の委員には軍に親近感を持つ保守派も
含まれ，政治的バランスに配慮されていた。委員会は限界の範囲内でかなり
きちんとした調査をしたと評価されている。しかし，犠牲者の死体の隠し場
所など人権侵害の実相を最も知っている軍，警察は，調査に協力しなかっ
た。委員会の報告書（委員長の名前によってレテイヒ(Re回g）報告書と呼ばれ
る）は加害者の個人名には触れなかった。加害者に関わることは裁判所に情
報が送付されたが，裁判所は1978年の恩赦法を適用してすべて証罪にしてし
まった。他方， 1992年2月には国家補償和解公社が設立され，失綜者の遺体
発見，レテイヒ委員会が完了しなかった調査の継続，人権侵害犠牲者遺族の
補償などにあたった刷。
エルサルパドJレは長年にわたって抑圧的諸政権に支配されてきたが， 1980
年からは内戦に突入し， 1992年1月に和平協定で内戦が終結するまでにおよ
そ7万5千人の死者を出した。この和平協定の交渉過程で真相究明委員会の設
置が合意され， 1992年7月に委員会が活動を開始して， 1993年3月にその報告
書を刊行した。和平協定は人権侵害の加害者の刑事訴追を必ずしも排除して
いなかったが，政府は真相究明委員会の報告書が公表された数日後に，恩赦法
を成立させ，訴追を不可能にしたヘ
エルサルパドルの真相究明委員会には，いくつかの顕著な特徴が見られ
る。その第1は国連の関与である。エルサルパドJレの和平プロセスには国連
古河中介者として参加したため，真相究明委員会は国連の委員会として設置さ
れた。委員会のメンバー3人は，紛争両当事者の同意の下に国連が任命し
た。また最大限の中立性を確保するために，委員だけでなくスタッ7にもす
べて外国人が任用された。給与その他の活動資金はすべて周速を通じた欧米
諸国の寄付によって賄われた。国連の関与は，充分な資金，委貝とスタッフ
の身の安全，諸外国の政府や機関からの協力確保，政府からの独立性，国際
的監視と圧力などの点で，プラスの効果を持ったとされている図。
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第2に，エルサJレパドルの真相究明委員会は，加害者が疑いの余地なく
明らかになった場合にはその名前を報告書で公表するという，他にほとん
ど例のないことを行なった。名前の公表は難しい決断であった。一方で
は，真相究明委員会の調査では裁判のように充分な弁護の機会が容疑者に
与えられないので，加害者名の公表は法の適正手続きの原則に反するとい
う意見がある。また，加害者と名指しされた者が復讐や口封じのために襲
撃される恐れもある。しかし他方で，裁判所は内戦中に人権侵害の隠蔽に
手を貸してきた判事たちに握られていたし，公開の裁判では報復を恐れて
証人が証言しないと考えられるので，司法府を通じて正義が行者われるこ
とは不可能と恩われた。そこでせめて完全な「免責」を阻止するために，
加害者名が公表されたのである。
第3に，真相究明委員会の勧告の履行が義務的であるという点でも，エ
ルサルパドルの事例は特異なものであった。内戦の両当事者は和平協定の
中で，真相究明委員会の勧告に従うことを約束していたのである。もっと
も実際には，真相究明委員会の勧告の多くは履行されなかった。たとえ
ば，真相究明委員会は人権侵害の責任者を少なくとも10年間公職から追放
し，治安 国防の職務からは永久に追放することを勧告したが，その勧告
は立法化されていない。若干の軍の将校や裁判所判事はその職から退くこ
とになったが，それらの人々も他の公職に迎えられたω。エルサルパドJレ
で人権侵害に関与した将校の罷免など，真相究明委員会の勧告が一部でも
履行されたのは，国連，米国，スベイン，オランダなどが，援助の停止な
どによって勧告の履行を強〈迫ったためであった因。
ゲリラ鎮圧の過程でエルサJレパドJレよりもさらに苛酷な無差別虐殺が行
なわれたグアテマラでも，内戦の和平交渉において真相究明委員会の設置
が定められ，内戦は1996年12月に終結した。しかしながらグアテマラの軍
は，隣国エルサルパドルの真相究明委員会の経験を踏まえて，同様に強力
な真相究明委員会が設置されることに強〈抵抗した。グアテマラではゲリ
ラの勢力がエルサルパドルより弱かったこともあって，実際に設置された
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真相究明委員会の権限は弱かった倒。
グアテマラでは国家の真相究明事業が不充分であったため，カトリック
教会が中心になって大規模な真相究明の努力が行なわれた。歴史的記憶回
復プロジェクトと名付けられたこの事業は， 1998年4月に『グアテマラ一
二度と再び！Jと題された報告書に結実している。
5.他地域との比較
さまざまな国や地域における過去との向き合い方には，さまざまな要因
が影響している。たとえば，抑圧体制が続いた期間の長短，どのくらいの
市民が旧体制に協力していたのか，人権侵害の加害者と被害者をどの程度
特定できるのか，人権侵害の程度，民主化の態様（妥協によるのか独裁政
権側が完全に敗北したのか），軍が保持している力，軍が人権侵害にどの
程度直接に関与していたのか，民主主義の伝統の有無，司法制度の信頼性的
などを少なくとも考慮に入れなければならない汽
国民の和解という目的からすれば，仮に人権侵害の加害者を処罰すべき
であるとしても，その措置が不当な弾圧や政治的マニピュレーションでは
ないと社会の大部分の成員に認知されることが望ましい。一般犯罪の場合
には，犯罪者自身によってさえ通常加罰の正統性が認められている。旧体
制を支持していた人たちにさえも加罰の正統性を納得させることができれ
ば，刑事訴追は国民和解という目的を損なうことが少ないであろう。この
観点からすれば，ラテンアメリカでは東欧やアフリカの諸国と比べて，訴
追に有利な条件が存在する。
第lに，ラテンアメリカの場合，独裁政権の期間は東欧や南アフリカより
も短い。人権侵害事件は比較的短期間でしかも最近の時期に集中している。
したがって証拠も残っているし，時効も問題にならない。また，時間的にど
こまで人権侵害を遡るかという問題もあまりない。
第2に，ラテンアメリカの人権侵害の加害者は軍，警察など武装組織の特
定の人たちであり，加害者と被害者が比較的容易に特定できる。その点で，
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市民の多くが秘密警察の協力者として抑圧体制に加担L，ときには被害者で
あると同時に加害者でもあるという東欧のような困難性は存在しない。
第3に，アフリカのように民族的対立が介在する場合には，ある民族集
団のメンバーに対する刑事訴追がその民族集団全体に対する迫害であると
する宣伝に利用され，民族対立を激化させる恐れがある。しかしラテンア
メリカにおける主要な対立軸は政治権力，経済的利害，イデオロギーであ
り，民族ではなかった。したがって，仮に人権侵害の加害者が罰せられて
も，それが旧体制の支持者全体に対する迫害であると認識される可能性は
低い。
第4に，すでに見たように，人権侵害の加害者の処罰に反対する議論の
中に，それが新たな人権侵害を生む危険があるという理由を挙げるものが
あった。しかしこの議論は，最も深刻な人権侵害事件の多くが遠い昔に起
こり，かつ信頼性に疑問がある旧情報機関のファイルで旧体制の協力者が
断罪されがちな東欧や，新政府が充分に民主的でなく，司法機関も新政府
に従属しがちな77リカ諸国に主に当てはまることである。実際に東欧で
は，ラテンアメリカとは反対に，人権活動家など人権保障に熱心な人々は
加害者の処罰に消極的であった。しかしラテンアメリカの場合，良心的な
裁判官であれば被告の正当な権利を守るL，そうでない場合にはむしろ旧
体制の共犯者的立場にある。後者の場合の問題は，加害者の法的権利を踏
みにじることではなく，むしろ加害者が当然受けるべき罰を与えないこと
である。
このように相対的に有利な条件があるにもかかわらず，ラテンアメリカ
で人権侵害加害者の刑事訴追は稀であった。ラテンアメリカではそれは何
よりも，民主体制を不安定にしないという「現実政治J上の考慮の結果で
あり，人権侵害を行なった勢力やその伺盟者に対する譲歩であった。民主
勢力にとって訴追の断念は自発的な選択ではなく，課せられた制約だった
のである。
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6.おわりに
永原陽子氏は，南アフリカにおける，恩赦の選択が反アパルトヘイト勢力
側の和解の思想によるものであり， 「旧体制への譲歩の産物なのではな
いJと強調している。これに対しである南アフリカの研究者は，南アフリ
カの体制移行には交渉による移行という限界があり，思赦は南アフリカで
は平和を確保する必要性や司法制度の非能率，証拠が不充分であることな
どを理由として正当化されたと指摘している汽南アフリカの事例をいか
に解釈すべきかは，筆者の能力を超える問題である。しかし一般論として
言えば， 「和解の思想Jと「旧体制への譲歩」は必ずしも相互排他的では
なかろう。政治的制約から旧体制に譲歩する必要を認めた上で，それを
「和解の思想」として昇華するか，恨みをぐっと押し殺して時が忘れさせ
るのを待っかという，いわば心の持ちょうの問題とも解釈できる。直接，
間接に旧体制の被害を受けた人々の多くは，その二つの「心の持ちょうJ
の問で括れ動くのではないだろうか。
過去の人権侵害をめぐる議論は，このように困難と苦悩に満ちている。
犠牲者や遺族が正義を求める感情も，ょうやくたどり着いた民主体制や平
和を守ろうとする国民の願望も，ともに切実なものである。また，仮に旧
勢力に土る制約がない場合に加害者の訴追を正義の実現と見るか復讐と見
るかは，人によって意見が分かれるであろう。本稿がこの困難な問題に光
を当てる一助になれば幸いである。
＊本稿の内容の一部は『世界』第653号（1998年10月）に発表されている。
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（大月書店， 1999年刊行予定）所収の拙稿を参照されたい。
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To Punish or Pardon?: 
Latin America’s Dilemma m Co~斤·ontingPast Human Rights Violations 
<Summary> 
Kazuo Ohgush1 
Jn Latin America, as in some other parts of the world, perpetrators of heinous 
human rights violations have usually escaped the prosecution for their acts. Since 
血e“democratlzation”inthe 1980s and the end of civil wars m Central America m 
the 1990s, human rights abuses have decreased in Latin America in recent years 
However, Lalln American countrt田町enow confronted with a most difficult ques-
l!On. how to deal with曲epast human rights v10lations，田dmoreconc陪tely,whether 
to punish or pardon the pe中etrators?This research communication presents various 
issues involved in血eproblem胡 dm住oducessome of the most relevant literature on 
the subject 
After the mtroductory sectlon，血epatterns of impumty in Latin America are 
briefly reviewed. Spe口alattent即日calledto amnesty (or self-arnne<ty) laws that 
exculpate出oseresponsible for human rights violations Although amnesty laws町e
said to be “bal阻 ced”becausethey ofren benefit bo出stateagents and armed opp田i
tlon groups, it is argued血at曲目elaws are ac同副ly“unbalanced”msome fundamen 
阻1ways 
The next section examines the arguments for and against applying criminal or 
noncnminal sancuons to白eperpetrators of human rights violations. It also dis-
cusses other measures such as the establishment of a truth-findmg commision and 
compensation to v1cums目
The fourth section describes the expenences of Argentina, Uruguay, Brazil, Chile, 
El Salvador and Guatemala in coming to tenns with their bloody p出tThe cases of 
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Argentina, Chile and El Salvador at町acted出emost attention worldwide In Argen-
tina, the top leaders of the former military Junta were prosecuted and condemned to 
impnsonment, setting a histonc precedent amidst由epatterns of impunity in Latin 
America However, the civilian government made a series of concessions in the face 
of mountmg pressures from the barracks and al the human rights violators were 
pardoned in the end In Chile, the new c1V1han government decided to respect the 
selι町nnestylaw of the former m1ht町ygovernment and mstead emphasized町uth-
finding and compensation to victims. This came to be considered by some as an 
ideal option in 世agiledemocracies. In El Salvador the Umted Nations' involvement 
in the peace process strengthened the possibility of ful disclosure of human nghts 
violations during the civil war 
The fifth section considers the Latin American experience in comparattve peト
spective. Many factors influence白eways different countries deal m血血elegacies 
of the past. It is pomted out that, in comparison w1血EastEurope and Africa, 1訓m
America has favorable conditions for prosecuting pe中etratorsof human rights viola-
tions in a number of ways. Despite出esefavorable conditions, punishment of human 
rights violators was r町ein Latm America This was a concession to the powerof the 
human nghts v10lators such as the町medforces, made in由ehope of p田servmgthe 
stil fragile and hard・ won democracy四dpeace. 
